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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６―１より抜粋） 
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「基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト」 

全体の研究開発実施体制 
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「基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
実証対象を従来のロボット分野にとらわれず生活環境に設定したことで、RT ミド

ルウェア活用領域の新たな適用分野が見えてきたといえる。研究開発は、それぞれ

に適した実施者で着実に推進され、具体的な RT モジュール開発、システムインテ

グレーションを行い、実証実験でその有用性を示したことは、RT ミドルウェアを中

心とした次世代のロボット技術活用に対して、イノベーションを促進する効果が期

待できる。特に、実用化に重要となる RT モジュールのネットワーク接続、開発支

援ツールなど、開発した技術の完成度が高いことは評価できる。また、波及効果と

して、産業装置向け部品の製品化につながったことも評価できる。 
しかしながら、本プロジェクトによりモノの開発はできたものの、事業化シナリ

オへの踏み込みが十分ではない。また、実用システムのための仕様の策定、安全性

の確立手法の策定、安定性の向上、等、実用化／事業化のために必要な研究開発を

十分に行うまでには至らなかった。安全性、信頼性の向上、コストの更なるブラッ

シュアップが必須である。 
今後は、事業化に向けて、ロボット関連プロジェクトや他の国家プロジェクト（ス

マートグリッド、HEMS（Home Energy Management System）等）への応用も考

えて、大きな視野で連携を検討すべきである。そこで抽出される特徴となる課題に

積極的に取り組み、RT ミドルウェアの強みを創るべきである。また、このような事

業化シナリオを検討するコンソーシアムの創成も今後重要と考えられる。 
 

※RT ロボット技術（Robot Technology）の略 
 
２）今後に対する提言 
住宅においては、ネットワークが複数分かれており、また、安全性とセキュリテ

ィが重要となる。これらの課題を踏まえた上で統合化を進める必要がある。現在の

RT ミドルウェアでは、冗長性や耐タンパ性、信頼性などの面から住宅で使うには不

安もあり、何が問題点かを列挙し、一つ一つ解決していく必要がある。安全性の保

証については、生活支援ロボット実用化プロジェクトとの連携により、成果を十分

活用することが望まれる。 
スマートハウスを舞台とした実証実験は、むしろこれからの大きな課題であり、
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メーカーおよびユーザーとなる会社が、個別の技術開発ではなく、一体となってシ

ステムとしての有用性を主張できる開発に取り組むことが求められる。そのために

は、有機的な協力を一層発展できる枠組みが必要となろう。 
また、システムの普及のためには標準化活動を含めた普及促進活動が不可避であ

り、国や何らかの公的団体がこの役割を担うように道筋を付けることも今後の課題

である。技術がグローバル化している中で、RT ミドルウェアの標準化活動が国際的

に認知活用されてこそ意味があり、既に行っている国際的な場への提唱を更に強化

すべきである。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

RT ミドルウェアを普及するステップとして、RT モジュール開発、スマートハウ

スへの適用など、重要な課題を遂行しており、日本が進める RT 標準化事業を加速

するためにも、事業目的は妥当であった。RT ミドルウェアの対象を家電機器まで広

げた点は充分に評価できる。 
3 つの研究開発項目で RT ミドルウェアの上流から下流までを見据えた開発が行

われ、ソフト・ハード両面で今後のアプリケーションに使用できるモジュール、部

品、ツール等が開発され、RT ミドルウェアの普及促進に寄与するものといえる。 
一方、ハードウェアを作成すること、システムを開発することが目的なのか、こ

れらが持つべき仕様を策定することが目的なのか、事業目的が曖昧なまま行われて

いる印象もあった。また、開発が主眼で、実用化・普及を促進する活動が不足して

いると見受けられる。プロジェクトの活動の結果、どのようにイノベーションに寄

与していくかを踏まえた課題設定が弱く、技術面の課題解決が本プロジェクトの主

な活動になったと考えられる。イノベーションの姿を描き、それに向けたプロジェ

クトとしての課題を事業開始時点で検討されることが望ましかった。今回の研究開

発されたテーマは、技術が広くあまねく活用され、RT 分野における標準化技術とし

て活用されて初めて事業化がなされるものであり、これらの活用の為の様々な普及

活動を並行して行うことを期待したい。 
RT ミドルウェアについては、まず国内での普及を狙っているが、国際戦略も視野

に入れた普及、ニーズの模索の活動が必要になってくると考える。 
 
２）研究開発マネジメントについて 

RT システムの開発・普及の一環として、実用化における有効性が高いと考えられ

る HA（Home Automation）をターゲットとしたことは妥当である。プラグアンド

プレイや安全機能による特徴付け、既存通信規格の採用、ハードウェアの低コスト

化、ソフトウェアの軽量化など、普及の制約になるポイントを抽出して開発してお

り、今後の普及に有効と考えられる。 
大学／研究機関、ソフトメーカー、デバイスメーカー、アプリケーションメーカ

ーと多岐にわたる機関が参加しており、良いチームが構成されている。ユーザーで
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ある住宅メーカーが参加している点も評価できる。また必要に応じ、外部デバイス

メーカーに開発を依頼するなど、柔軟な研究開発体制がとられている。 
一方、要素技術の開発と共に、インテグレーション技術の要素も多いが、この役

割が組織上やや不明確であった。このため、インテグレーション技術の成果が少し

埋没している。また、タスク間のインターフェイスで生じた課題がどのように解決

されたか、プロジェクトマネジメントの視点で成果をまとめていただきたい。また、

事業化のシナリオ策定、普及活動や、標準化活動との連携は不十分であり、開発を

まとめるだけでなく、その後の戦略を担う機関が必要である。 
 
３）研究開発成果について 
全てのテーマにおいて、概ね目標を達成しており、今回目標とした RT ミドルウ

ェアの通信デバイス、周辺デバイス、開発ツールや具体的な実証用建物での検証等

一連の開発プロセスで不足なく成果を得ている。特に RT ミドルウェアのシステム

構築（ソフトウェア）に関しては、その完成度は高いと評価できる。RT ミドルウェ

アを ZigBee、PLC（Power Line Communication）に対応させたこと、家電機器と

の連携に CAN（Controller Area Network）を使ったことは世界初であろう。また、

成果は、スマートハウスや HA（Home Automation）のサービスコンテンツの受け

皿として、標準プラットフォームの雛形を提供した点に意義がある。 
一方、成果の意義を強調するための工夫には、さらなる検討が必要であった。他

研究開発との差別化、RT ミドルウェアの住宅適用の有用性と限界に対する分析が弱

く、ややオーソドックスなアプローチとなった。RT ミドルウェアの適用による素晴

らしさのアピールがまだ不足している。また、開発途上のシステムを採用している

ため、安全性、安定性などのリスク面でも課題が残っている。 
また研究開発領域の広さからみて、特許出願や外部発表が若干少ないように感じ

られる。これらの技術を普及させ汎用化させるためにも、今後より活発な活動を期

待する。 
 

４）実用化、事業化の見通しについて 
具体的に各種RTモジュールを開発し、ほとんど実用レベルに達した技術もある。

RT ミドルウェアをいわゆるロボットに限定せずに、家電機器に広げたことは普及可

能性を高めたといえる。プラットフォームとしての雛形はできたと考える。成果の

一部は、産業システム向けのデバイス製品として、製品化につながった。 
一方、住宅に RT を導入するというビジネスモデルは描かれているものの、それ

を実現していくための事業化シナリオは必ずしも充分に検討されていない。スマー

トハウス等への適用を現実的に行う際には、ニーズの存在、使用者の意識と技術レ

ベル、環境（既存家屋）の構造化可能性など具体的な内容について、波及効果も含

めて深く検討すべきである。実用化、事業化という観点では、これからの課題が多

くあり、製品化に向けてさらなるコストダウンを図り、安全性保証、PL の問題をク

リアする必要がある。さらに、オープンなシステムとして広く参入の戸口を開くた
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めに必要な仕様、指南書の類の作成も必要と考えられる。今後の事業継続には、サ

ービスコンテンツの創生に向けた、コンソーシアム運営等の仕掛け、その国際化展

開などが大きな課題になると考える。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化、事業化の見通しに関する評価 今後に対する提言 
基盤通信モ

ジュール及

び開発ツー

ルの開発 

限られた予算内でプロジェクトの

核となる基盤通信モジュールを低価

格で開発することに成功し、実証実

験のためにさまざまなメンバーへの

提供を実現していることは評価でき

る。今回の実証対象アプリを考える

と通信手法を無線系と有線系のサポ

ート、及び市場で比較的優位な PLC、

CAN、ZigBee を選択したのは妥当と

考えられる。変更を容易にするプラ

グアンドプレイ機能、ハートビート

による安全確認、上位系がダウンし

ても安全に動作するシステム構成な

ど、特徴的と言える機能を有してい

る。さらに、開発ツールの開発が行

われ、RT ミドルウェア周辺開発の強

化に貢献している。 
一方、広く普及させようとした際

に、この仕様で良いか等の点で検証

／検討が不足している部分もある。

管理モジュールや通信モジュールに

ついては、実用化を目指した要求仕様

や目標コストが設定され、それらを満

足するものが開発された。これらは単

品の商品として問合せがあるほどの完

成度であり、今後の RT ミドルウェア応

用開発において有効に活用されると考

えられる。開発ツールは、サードパ－

ティへ各社のデバイス開発に提供さ

れ、各社の持っているデバイスに RT
ミドルウェアを組み込む検証も行って

おり、市場が開拓されれば、サードパ

ーティからの積極的参入が期待され

る。 
一方、実用化に向けて、さらなる小

型化、低価格化を目指した戦略の強化

が望まれる。試作と量産との違い、開

発したモジュールの特徴（差別化）が

見える形での事業化シナリオの提示が

必 要 で あ ろ う 。 OMG （ Object 

低価格・小型化モジュールによ

り、どのようなシステム構成が実

現でき、どのような波及効果をも

たらすかについて、より一般的な

アピール方法の策定が望まれる。

他の規格やシステムとの差別化が

可能となる RT ミドルウェアの訴

求ポイントを明確にして追求して

いくことが重要である。いくら低

コストでも、有用性が無くてはユ

ーザーが振り向かないため、今後

の発展のためには気の利いたサー

ビスコンテンツの創生が不可欠で

あろう。開発したモジュールを広

く提供し、様々な利用方法からの

意見を集めることも効果的であ

る。 
PLC については、信頼性の向

上、外部からの影響の緩和、通信

速度の向上等が望まれる。今後、
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また、PLC の選択は今回の検証対象、

現状の動向から見て妥当とはいえ、

PLC が抱える問題も内包するため、

他の代替手段の検討と PLC での問

題（ノイズ、他の電気電子デバイス

への影響、通信速度及び信頼性）解

決の方向性を示す必要がある。実用

化に際しては、家電メーカー系ホー

ムネットワークを活用できる、ある

いは連携するようにして、より多く

の機器を取り込むよう改善すること

も必要であろう。知的財産権の取得

は国際標準化の観点から重要な課題

であるが、積極姿勢がやや希薄であ

った。実用化を進めるに当たり、国

際特許も視野に入れて取り組みを進

めてもらいたい。 
 

Management Group）の国際標準化活

動と並行して、機器メーカー、想定さ

れるユーザー、研究機関等で引き続き

コンソーシアム等の活動を粘り強く行

う必要がある。 
技術的には、更なる高速通信ニーズ

に応えるためのノイズ処理の高度化、

外部電源ラインを通じた情報漏洩、サ

イバー攻撃に対する安全保証などセキ

ュリテイー面や安定性の評価が今後の

課題となろう。 

全て無線で対応できる信頼性の高

い無線通信手段が出現する可能性

も考えられるため、こうした将来

を見据えた検討も望まれる。 
事業化戦略について、RT ミド

ルウェアを家庭に持ち込むという

戦略で進めているが、既存規格と

の差別化や他の RT ミドルウェア

規格との連携も考慮し、確実な事

業化戦略を立て、それを実行して

いくことが肝要である。 

基盤通信モ

ジュールを

用いた RT 要

素部品の開

発 

目標とした RT 要素部品の開発を

ほぼ達成している。特に、要素部品

を組み合わせてシステムを構築する

中での課題抽出など、開発ツールを

用いた有効な評価が行えている。小

開発対象となった小型通信ドライバ

モジュールと小型リニアアクチュエー

タが、産業機器部品として製品シリー

ズ化できたことは、高く評価できる。

外部企業による開発事例を積んだこと

技術先導ではなく、現場（家）

において何が求められているかと

いうニーズに基づいたモジュール

の提案を望みたい。その場合、特

に、形態、操作性が重要になるこ
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型通信ドライバモジュール、及び各

種センサ用 ZigBee エンドポイント

は、単品で商品となるレベルまで開

発されているので、今後 RT ミドル

ウェアによるシステム開発時にすぐ

に使用でき、開発の加速化が期待で

きる。一部の RT 要素部品は、産業

用途の製品事業展開が起きたという

点も評価に値する。また RT 要素部

品としてサードパーティが開発ツー

ルを活用し、対応できることも実証

し、RT ミドルウェアの仕様の確実

さ、開発ツールの完成度が貢献して

いることがうかがえる。 
一方、アクチュエータモジュール

は、RT 要素部品として開発は行えて

いるものの、実際に有用な形態、機

能を達成しているとは言い難い。ま

た、CAN や ZigBee などのネットワ

ーク規格対応の作業は、RT コンポー

ネントの通信プロトコル対応といえ

る。今回開発されたものは、全体シ

ステムとして、未だ実用品のレベル

により、広く普及への展開を考えやす

い素地ができている。市販に近い製品

に対しても組み込みを行っており、実

証段階に来ている点は高く評価でき

る。また、ZigBee エンドポイントを使

用したいというユーザーや RT ミドル

ウェア導入コストを知りたいというユ

ーザーがあることを掴んでいるので、

今後、そのようなユーザーも巻き込ん

だコンソーシアム活動などが期待でき

る。 
一方、各要素の適用可能性の見極め

について検討が不足している。システ

ムとしての有用性の主張が弱く、価格

と機能に視点をおいたアクチュエー

タ、センサ等の事業化の見通しの検討

が必要である。既存の家電製品に対す

る改造、新機能の追加に関しては、RT
を組み込んだことに対する安全性の評

価及び対策、PL 問題の責任の所在等が

普及に向けた大きな課題であると考え

る。RT 要素部品の普及は、RT ミドル

ウェアの普及と密接に関連しており、

とから、もっと現実的な環境構造

化を意識した設計を進めていただ

きたい。また、既存の他のネット

ワーク(Bluetooth 等)に対応した

デバイス等、あらゆるものをシス

テムに容易に組み込めるような汎

用的な RT モジュールの通信仕

様、仕組みの公開や指南書の作成

などの検討が必要である。開発し

た RT 要素部品を、普及に向けて

どのように展開していくかの見通

しやシナリオを明確化して欲し

い。基盤通信モジュールを使用し

たい、RT ミドルウェア導入コス

トを知りたいというユーザーも巻

き込んだコンソーシアムにおいて

事業化シナリオ作成、課題設定な

どを進めていくべきである。RT
要素部品が多種多様に安価に提供

されないとシステム構築はできな

くなる。このためサードパーティ

が市場参入し開発できるような情

報公開と普及啓発活動及び環境づ



 

 

16 

に達しているとは言い難いが、この

ノウハウをどのような形でオープン

化していくかが RT ミドルウェア普

及の一つのポイントになると考えら

れる。今回の開発で、要素部品の開

発には一定の目途がついた形だが、

実際のシステムを構築する際の仕

様、およびこれらの安定性、安全性

等は未だ手つかずの状態であり、今

後早急に検討を行う必要がある。 
 

RT ミドルウェア普及のシナリオとそ

れを支援する RT 要素部品の供給計画

の策定が必要と考えられる。将来様々

なシステムに活用される為には、多種

多数の RT 要素部品が提供される仕組

み体制の構築が必要である。また、モ

ジュールの互換性に向けて、RT 要素部

品を構築する際の規格／仕様（データ

入出力等）の検討が必要である。 

くりを強力に推進する必要があ

る。また大手の住宅設備機器ベン

ダーが RT ミドルウェアの機能を

標準として内包したくなるような

インパクトを与える活動が必要と

なろう。 

RT 要素部品

群による RT
システムの

開発・実証 

HA（Home Automation）やその

中での RT ミドルウェアシステムの

有効性の実証には、実環境での機

能・性能実証が不可欠であり、今回

の実証は重要であった。成果として

は目標を概ねクリアできたものと考

えられる。サブシステムとして様々

なインテリジェントシステムを構築

しており、RT ミドルウェアの活用に

ついて、コンポーネントやデバイス

を関連付けることにより新たな付加

価値を生み出している。また、ロボ

要素レベルでの住宅の RT 化に関し

ては、その実用化の目途を得ることが

できている。分散型 RT モジュールの実

現、リスクアセスメントによる安全性

評価など、実用化へ向けての着実な成

果をあげている。産総研の実験室及び

一般市民の目、手に触れる住宅メーカ

ーの実験ハウスでの RT システム運用

により、実運用に必要な RT システムの

仕掛けの成立性について実証が進ん

だ。 
しかし、現時点のレベルでは、まだ

今後、実用化に結び付くスマー

トハウスの姿を一層深く検討すべ

きである。その上で、そのコアと

なる技術課題解決とシステムイン

テグレーションを実践することが

望ましい。また、スマートグリッ

ド化、防犯、防災、介護との連携

を視野に入れた普及シナリオを作

成することが望まれる。住宅は寿

命が長く、一方で IT 機器や設備

機器の寿命は短い。この間にデバ

イスや設備機器また RT ミドルウ
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ットという概念を家庭機器まで広げ

たことは評価できる。さらに、安全

性のチェック手順構築や機器および

通信状態のリスク評価を実施してお

り、今後これらをベースにして RT
要素部品の安全性評価が可能になっ

ていくであろう。 
一方、生活環境において RT シス

テムが動作することは実証されたも

のの、新たな技術領域の開拓、先端

的な技術レベルの達成という点から

は、インパクトに欠ける。ネットワ

ークで家電が連携するデモ自体に目

新しさはなく、PLC、CAN、ZigBee
などの新しい通信方式が家庭ネット

ワークに使えるという実証試験に矮

小化されている印象を受ける。住宅

の RT 化の代表的成果とするために

は、システムとしてのさらなる有機

的な融合の達成が望ましい。また、

今後の展開として、RT ミドルウェア

によるシステム構築が有効であるこ

との検討や、様々なアプリケーショ

システムとしての完成度と有用性が明

確に示されているとは言えない。また、

様々な分野での実用化に対する、シス

テム構築手順のようなものは作られて

おらず、事業化の検討が不足している。

今後、プロジェクトに参加しなかった

RT ミドルウェア応用の事業化を真剣

に検討する企業も巻き込み、事業化に

関する課題を検討していく活動および

その活動への支援が必要と考えられ

る。また、普及のためには、モジュー

ルを組み合わせて形成した RT システ

ム、特に各モジュールの連携動作を伴

うトータルシステムの安全性の確保が

大きな課題となる。併せて、最終シス

テムの安全保証の在り方、PL 問題に関

する対応方針についても、十分な検討

が必要であろう。今後、RT ミドルウェ

アのすそ野を広げるためには、操作性

の向上と共に障害時の容易な対応手順

を確立する必要がある。その為個々の

基本となるコンポーネントが自律化

し、障害を各部位に閉じ込め、またリ

ェアのシステムも変化していくた

め、これらの変化への対応が今後

の検討課題として必要である。住

宅の改築やリニューアル（10 年か

ら 20 年後以上）への対応も検討

課題である。 
システム構築に際しては、OS

（RT ミドルウェア）開発者、デ

バイス開発者、アプリケーション

開発者（システムインテグレータ

ー）、ユーザー等様々な立場の関わ

りがあるが、現時点ではその役割

分担がはっきりとしない。今後は

各関係者に提示できる仕様書、指

南書作成の検討が必要であろう。 
今後の事業化展開においては、

実証に伴うシステムコンポーネン

トの標準化、国際規格の取得とと

もに、RT システムを応用した HA
（Home Automation）のサービス

コンテンツの充実、ユーザーへの

PR 活動が必須である。電機、建

築、材料等異種業種間のコンソー
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ンに対して、どのようなシステムを

どのように構築すればよいのか、と

いう方法論の構築およびその検証を

行っていくことが望まれる。 

カバリができる機能の強化を望みた

い。 
シアムによる体系的な HA ニーズ

のスクリーニング、システム仕様

の構築などの試みが必要と考えら

れる。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.3 

2.1 

1.6 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.1 A C B A C A B
２．研究開発マネジメントについて 1.6 B C C A C B C
３．研究開発成果について 2.1 A B B B B B B
４．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B C C B Ｄ B C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

 
基盤通信モジュール及び開発ツールの開発 

1.4 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
基盤通信モジュールを用いた RT 要素部品の開発 

1.7 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
RT 要素部品群による RT システムの開発・実証 

1.1 

1.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

 基盤通信モジュール及び開発ツールの開発 
 １．研究開発成果について 1.9 A B C B B B C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.4 B C C B C B C
 基盤通信モジュールを用いた RT 要素部品の開発 
 １．研究開発成果について 1.9 B C A B B B C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 A C B B D A C
 RT 要素部品群による RT システムの開発・実証 
 １．研究開発成果について 1.7 B C B B B B C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.1 C C B C D B C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


